
 

 

 

 

 

「新宿まちづくり学」講座とは 

新宿区では、現在の新宿区基本構想等が策定されて平成 19 年度で 10 年を迎えることか

ら、少子高齢社会の進展、人口減少社会の到来、地方分権の推進といった新しい時代を見

据えた新宿区基本構想の見直しを行い、平成 20 年度以降の新たな新宿区基本計画を策定す

ることとしています。 
具体的には、６月１８日に「（仮称）新宿区民会議」が立ち上がり、３００名を超える区

民の皆さんが集い、いよいよ活発な活動が始まりました。こうした区民の皆さんとの協働

と参画を進めるために、新宿区と早稲田大学は、相互に援助・協力をしています。 
「新宿まちづくり学」講座は、その一環として、新宿という「まち」に関わる様々な分野

の区民の皆さんと有識者が、新宿の将来像を語っていただく上で役立つ最先端の話題と情

報の提供とを目的として開講します。また、区民会議のメンバー以外の区民の皆さんにも

関心を高め問題意識を共有する素地を造っていただくことも目的としています。 
皆さんでお誘い合わせの上、ご参加をお待ちしております。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
募集対象 
（仮称）新宿区区民会議のメンバーの方 
新宿区に在住･在勤・在学の方 

申し込み 
事前申し込みは不要です。なお、会場の都合で、当日入場を制限することがありますの

で、予めご了承下さい。 
参加費用 

参加費用は無料。ただし、配布する資料代は実費負担とします。（当日会場にて申し受け

ます） 
問い合わせ 
早稲田大学環境総合研究センター（０３－５２８６－８３５４） 
新宿区企画政策課（０３－５２７３－３５０２） 

 
 

第 1 回講座 

・開催日時：平成１７年７月１３日（水）１８：００～２１：００ 
・会  場：小野記念講堂（小野梓記念館地下２F） 

※ １７：３０開場、開始時間の１０分前には集合して下さい。 
・テーマ：「コミュニティと自治」（詳細裏面参照） 
 

新宿区・早稲田大学協働連携「新宿まちづくり学」講座 

開講のお知らせ 

 



第１回講座内容とスケジュール 
時間 講義テーマと講師 

１８：００～１９：２０ 
18:00～19:00 講義 
19:00～19:20 質疑応答 

「新宿区政と住民自治の将来像」 
早稲田大学政治経済学術院教授 寄本勝美氏 
＜プロフィール＞ 
１９４０年和歌山生まれ。１９６４年早稲田大学政治経済学部卒業。

１９７０年早稲田大学大学院政治学研究科博士課程修了。現在、早稲

田大学政治経済学術院教授。地方自治論ならびに環境政策が専門。市

民活動に参加するとともに、国や自治体の諮問機関で研究者委員とし

ての役割を積極的に果たしている。主著に「ゴミ戦争──地方自治の苦

悩と実験」（日本経済新聞社）「現場の思想と地方自治」（学陽書房）「川

崎市議会史・第３巻」「自治の現場と参加」（学陽書房）「ごみとリサイ

クル」（岩波新書）「自治の形成と市民」（東京大学出版会）「リサイク

ル社会への道」（岩波新書）。日本地方自治学会理事長、廃棄物学会を

歴任。日本行政学会顧問、環境プランニング学会理事。法学博士（京

都大学）。 
（仮称）新宿区民会議を支援する学識経験者のトータルコーディネー

ターを務める。 
休憩  
１９：４０～２１：００ 
19:40～20:40 講義 
20:40～21:00 質疑応答 

「自治と参加のあり方～みたか市民プラン 21 会議を事例

として」 
国際基督教大学社会科学科教授 西尾 隆氏 
＜プロフィール＞ 

１９５５年広島県生まれ。１９７８年国際基督教大学教養学部社会科

学科卒業。１９８０年国際基督教大学大学院行政学研究科博士前期課程

修了。１９８６年国際基督教大学大学院行政学研究科博士後期課程修了

（学術博士）。現在、国際基督教大学社会科学科教授、国際基督教大学

大学院行政学研究科長。行政学ならびに地方自治論が専門。主著に、「日

本森林行政史の研究」（東京大学出版会）、「11 章 行政手続」（「行政学

の基礎」所収、共著、岩波書店）、「三鷹市史・通史編」（第四章）（三鷹

市）「市民・住民と自治体のパートナーシップ」（「分権社会と協働」第 2
巻所収、共著、ぎょうせい）「8 章 公務員制度と人事」（「行政の新展開」

所収、共著、法律文化社）、「住民・コミュニティとの協働」（編著、ぎ

ょうせい）、「行政問題用語」（「現代用語の基礎知識」所収、自由国民社）。 
 

第２回以降のご案内（いずれの内容も予定） 

※詳細が決まり次第、広報等にてお知らせします。 

 

回数 開催時期 テーマ 

２ ８月 多文化共生のまちづくり 

３ ９月 人にやさしいまちづくり 

４ １０月 環境都市と未来 

５ １１月 地域産業と観光 

６ １２月 未来世代へのメッセージ 


